
１　報告事項

　　①　政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類に表示する

　　　証票の交付状況について

　　②　公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行について

２　その他

　　　今後の委員会開催予定日時

　　　　・令和５年１月20日（金）　午前10時30分

　　　　・令和５年２月６日（月）　午前10時30分

　　　　・令和５年２月20日（月）　午前10時30分

議　　　　　題

１月１０日（火）　午前１０時３０分

令和５年　第１回　福岡市選挙管理委員会



報告事項１ 

  政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類に表示する証票の交付状

況について 

 令和８年６月30日を有効期限とする政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看

板の類の表示として用いる証票を前回報告以後下記のとおり交付した。 

記 

交付数 

１ 市議会議員選挙 

(1) 候補者等用 １人（全交付数 74人） 

(2) 後援団体用 １団体（全交付数 79団体） 

２ 市長選挙 

(1) 候補者等用 ０人（全交付数 ０人） 

(2) 後援団体用 ０団体（全交付数 ０団体） 
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総行選第１３７号

総行管第１１０１号

令和４年１２月２３日

各 都 道 府 県 知 事

各都道府県選挙管理委員会委員長

総 務 大 臣

公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行について（通知）

第２１０回国会において成立をみた公職選挙法の一部を改正する法律（令和４年法

律第８９号。以下「改正法」という。）は、令和４年１１月２８日に公布されたところ

ですが、これに伴い、公職選挙法施行令の一部を改正する政令（以下「改正令」とい

う。）が、令和４年政令第３８７号をもって本日公布されました。また、改正令の公布

に伴い、公職選挙法施行規則の一部を改正する省令（以下「改正規則」という。）が、

令和４年総務省令第８１号をもって本日公布されました。

今回の公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）及び公職選挙法施行規則（昭和

２５年総理府令第１３号）の改正は、改正法による公職選挙法の改正に伴い、選挙事務

所の数及び選挙運動に関する支出金額の制限額の特例の対象となる選挙区の改定を行

うこと、期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書に係る申立ての内容

を見直すこと等を目的として行われ、改正令は、改正法の施行日と同様、令和４年１２

月２８日から、改正令のうち期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書

に係る申立ての内容の見直しに関する事項及び改正規則については、令和５年３月１日

から施行することとされました。

貴職におかれましては、下記事項に御留意の上、貴都道府県内の市町村長及び市町村

の選挙管理委員会に対しても、今回の施行に係る改正令による改正後の公職選挙法施

行令（以下「新令」という。）及び改正規則による改正後の公職選挙法施行規則（以下

「新規則」という。）の趣旨の周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないよう、

格別の御配慮をお願いします。

殿

報告事項２　公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行について
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なお、本件通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の

規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。

記

第１ 公職選挙法施行令の一部改正

１ 期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書に係る申立ての内容の

見直し

期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓について、期日前投票又

は不在者投票の事由のいずれかに該当すると見込まれる旨の宣誓で足りることと

し、該当する事由の特定を不要とすることとされたこと（新令第４９条の８及び

第５２条関係）。

２ 衆議院比例代表選出議員の選挙の公職の候補者等に係る政治活動用立札及び看

板の類の総数に係る規定の整備

衆議院比例代表選出議員の選挙に係る公職の候補者若しくは公職の候補者とな

ろうとする者（公職にある者を含む。以下「公職の候補者等」という。）又は当該

公職の候補者等に係る後援団体が掲示することができる政治活動に関する立札及

び看板の類の総数は、ブロック内の衆議院小選挙区選出議員の選挙区の数に応じ

て定められており、その選挙区数の最小を１１と規定しているところ、四国ブロッ

ク内における選挙区数が１０となるため、これを１０に改めることとされたこと

（新令第１１０条の５第１項第２号関係）。

３ 選挙事務所の数及び選挙運動に関する支出金額の制限額の特例の対象となる選

挙区の改定

衆議院小選挙区選出議員の選挙区が改定されることに伴い、改定後の選挙区の

うち交通困難等の状況のある区域を有するものについて、現行の特例の対象となる

選挙区に準じて、選挙事務所の数及び選挙運動に関する支出金額の制限額の特例

の対象となる選挙区を改めることとされたこと（新令別表第３及び別表第５関係）。 

第２ 公職選挙法施行規則の一部改正

第１の１に伴い、期日前投票又は不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書の

様式を改めることとされたこと（新規則別記第１０号様式関係）。
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第３ 施行期日等

１ 改正令は、改正法の施行の日（令和４年１２月２８日）から施行するものとさ

れたこと。ただし、新令第４９条の８及び第５２条の規定並びに新規則の規定は、

令和５年３月１日から施行するものとされたこと（改正令附則第１条及び改正規

則附則第１項関係）。

２ 新令第１１０条の５第１項第２号、別表第３及び別表第５の規定は、改正令の

施行の日（以下「施行日」という。）以後初めてその期日を公示される衆議院議

員の総選挙から適用し、施行日の前日までにその期日を公示された衆議院議員の

総選挙及び施行日以後初めてその期日を公示される衆議院議員の総選挙の期日の

公示の日の前日までにその期日を告示される衆議院議員の選挙については、なお

従前の例によるものとされたこと（改正令附則第２条第１項関係）。

また、新令第４９条の８及び第５２条の規定並びに新規則の規定は、令和５年

３月１日以後その期日を公示され又は告示される選挙について適用し、令和５年

３月１日の前日までにその期日を公示され又は告示された選挙については、なお

従前の例によるものとされたこと（改正令附則第２条第２項及び改正規則附則第

２項関係）。

以上
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公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の概要 

 公職選挙法の一部を改正する法律（令和４年法律第８９号）の施行に伴い、後援団体

等の政治活動に関する立札及び看板の類の総数に係る規定の整備並びに選挙事務所の数

及び選挙運動に関する支出金額の制限額の特例の対象となる選挙区の改定を行うほか、

期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書に係る申立ての内容を改める。 

１ 公職選挙法施行令の一部を改正する政令 

（１）期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書に係る申立ての内容の見直

し関係 

期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓について、期日前投票又は不

在者投票の事由のいずれかに該当すると見込まれる旨の宣誓で足りることとし、該当

する事由の特定を不要とする。

（２）衆議院比例代表選挙の候補者等に係る政治活動用立札・看板の総数に係る規定の整

備関係 

衆議院比例代表選出議員の選挙に係る候補者又は後援団体が掲示することができる

政治活動用立札・看板の類の総数については、ブロック内の衆議院小選挙区選挙の選

挙区数に応じて定められており、その選挙区数の最小を 11と規定しているところ、四

国ブロック内における選挙区数が 10となるため、これを 10に改める。

（３）選挙事務所の数及び選挙運動に関する支出金額の制限額の特例の対象となる選挙区

の改定関係 

衆議院小選挙区選出議員の選挙区の区割り改定に伴い、選挙事務所の数及び選挙運

動に関する支出金額の制限額の特例の対象となる選挙区を改める。 

２ 公職選挙法施行規則の一部を改正する省令 

期日前投票及び不在者投票の事由に該当する旨の宣誓書の様式を改める。 

[今後の予定] 

令和４年 12月 23日 政省令公布

令和４年 12月 28日 政令（（２）及び（３）に係る部分に限る。改正法の施行日と同

日）施行

令和５年 ３月 １日 政令（（１）に係る部分に限る。）及び省令施行
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